
 
勧 告 説明図表番号 

(4) 定期訪問の適正化 

（定期訪問の実施） 

保護の実施機関は、生活保護法第 28 条第１項の規定に基づき、保護

の決定又は実施のため必要があるときは、要保護者の資産状況、健康

状態その他の事項を調査するために、要保護者について、当該職員に、

その居住の場所に立ち入り、これらの事項を調査させることとされて

いる。また、局長通知において、訪問の実施に当たっては、訪問時の

訪問調査目的を明確にし、それを踏まえ、年間訪問計画を策定の上調

査を行うこと（以下「定期訪問」という。）とされている。 

（定期訪問の目的） 

定期訪問の目的は、局長通知において、ⅰ）要保護者の生活状況等

を把握し、援助方針に反映すること、ⅱ）これに基づく自立を助長す

るための指導を行うこととされている。 

こうした定期訪問の目的に沿って、被保護世帯に対する適切な保護

と自立の促進を的確に行っていくためには、被保護世帯の状態に応じ

た適時適切な生活状況等の把握と自立に向けた指導が必要であり、こ

のため、被保護世帯の状態に応じた頻度で定期訪問することが必要で

ある。 

また、こうした目的に鑑みれば、定期訪問は、被保護世帯に対する

援助の水準に大きな影響をもたらすものであることから、福祉事務所

の如何を問わず、一定水準の取組が求められる。 

（定期訪問の頻度） 

定期訪問の実施頻度については、局長通知において、ⅰ）訪問計画

に基づく家庭訪問は少なくとも１年に２回以上、ⅱ）入院入所者等に

ついては、少なくとも１年に１回以上訪問することとされている。 

（訪問計画の策定） 

訪問計画の策定については、「生活保護法による保護の実施要領の取

扱いについて」（昭和 38年４月１日付け社保第 34号厚生省社会局保護

課長通知。以下「課長通知」という。）において、福祉事務所が、被保

護世帯の世帯類型や助言指導の必要性等に応じた統一的な訪問基準を

作成し、これに基づいて訪問計画を策定することとして差し支えない

とされている。 

 

今回、調査対象 102 福祉事務所における定期訪問の実施状況につい

て調査した結果、以下のような状況がみられた。 

ア 定期訪問の実績 
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  102 福祉事務所における定期訪問の実績（訪問時不在の件数を含

む。以下同じ。）をみると、次のとおり、局長通知に示された基準を

遵守した取組が必ずしも実施されていない。 

(ｱ) 福祉事務所ごとの定期訪問の実績 

  定期訪問の実績については、被保護世帯１世帯当たりの年間平

均訪問の実績（平成 24年度）が、年に４回以上６回未満のものが

33 事務所、６回以上のものが８事務所あるなど、局長通知におけ

る「少なくとも１年に２回以上」との基準の２倍以上の回数で定

期訪問を行っている事務所がある一方、この基準を下回るものが

４事務所ある。このうち３事務所においては、過去３年間（平成

22 年度から 24年度までの間）を通じ訪問実績が年２回を下回るも

のとなっている。 

  これら訪問実績が低調な３事務所については、訪問計画におい

て、年１回訪問のケースに分類される被保護世帯を除いた他の被

保護世帯が全て年２回訪問ケースであると仮定して訪問回数を計

算したとしても、訪問実績は、これを下回る結果となっており、

局長通知における「少なくとも年２回以上、入院入所者等は年１

回以上」とする基準を遵守した取組が行われていない。 

(ｲ) 被保護世帯ごと定期訪問の実態 

平成 24年度に発覚した不正受給事案から抽出した 1,144件（注）

により定期訪問の実施状況をみると、ケースワーカーが業務多忙で

あったこと、厚生労働省が認めていないにもかかわらず、被保護者

が福祉事務所に来た際に面接したことをもって定期訪問の代替と

したことなどを理由として、 

ⅰ）局長通知において、少なくとも年１回以上とされているが、不

正受給期間において１年を通じ一度も訪問した実績がない期間

がある事案が 34件（3.0％）、さらに、訪問したものの不在等に

より１年を通じ一度も面接していない事案が 25件（2.2％）、 

ⅱ）入院入所者等でないにもかかわらず、不正受給期間において年

１回しか訪問していない期間がある事案が 82件（7.2％）、さら

に、年２回以上訪問したものの不在等により１回しか面接してい

ない事案が 51件（4.5％） 

みられる。 

（注）各福祉事務所において、不正受給事案から「課税調査による発見」

であるものを除いた事案から任意に抽出したものである。 

イ 訪問計画の策定状況及び達成状況 

102 福祉事務所における訪問計画の策定状況及び達成状況をみる

と、次のとおり、福祉事務所ごとの訪問計画水準に相違がみられ、
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また、計画の意義が乏しいものとなっている状況である。 

(ｱ) 定期訪問の計画水準 

102福祉事務所では、１事務所を除き、いずれも統一的な訪問基

準を作成し、それを個々の被保護世帯に当てはめて、年間計画を立

てている。 

その計画の内容についてみると、課長通知においても、被保護世

帯に応じた訪問の基準及び訪問計画の設定水準等に関し特段の提

示もなされていないことから、福祉事務所によって、ⅰ）訪問計画

における訪問頻度区分の数の相違（４区分～６区分）、ⅱ）方法の

相違（「月１回以上」等の区分の設定の有無、世帯類型別区分の有

無）、ⅲ）内容の相違（訪問頻度区分の該当世帯等）がみられ、世

帯の状態が同じ被保護世帯であっても、福祉事務所によって訪問計

画水準が異なる状況になっている。 

(ｲ) 訪問計画の達成率 

102 福祉事務所の定期訪問における計画の達成状況についてみ

ると、次のとおり、訪問計画と実績との間に乖離が生じている事務

所がある。 

また、この中には、訪問計画や定期訪問の実施方法について特段

の見直しが行われていないため、複数年にわたり継続的な乖離が生

じている事務所があり、これらの事務所における訪問計画は、計画

としての機能を実質的に失っている。 

ａ 福祉事務所ごとの達成率 

平成 24 年度における 102 福祉事務所それぞれの訪問計画の達

成率（訪問計画に定めた訪問回数に占める実際に訪問した回数の

割合）についてみると、達成率が 120％以上 150％未満のものが

15 事務所、150％以上のものが４事務所あり、これら 19 事務所

のうち、６事務所においては、22年度から 24年度までの間を通

じ、達成率が 120％を超えている。 

他方、達成率が 50％未満のものが１事務所、50％以上 70％未

満のものが５事務所、70％以上 80％未満が５事務所あり、これ

ら 11 事務所のうち、６事務所においては、平成 22 年度から 24

年度までの３年間を通じ、達成率が 80％未満となっている。 

ｂ 訪問計画と実績との乖離の原因・理由等 

(a) 定期訪問の計画水準 

  世帯類型別の構成比が標準的（各世帯類型の構成比が全国平

均と５ポイント以内の差）である 26 福祉事務所について、被

保護世帯１世帯当たりの訪問計画回数をみると、2.1 回のもの

から 5.8回のものまであり、福祉事務所によって計画水準に差

 

 

表３－(4)－④－

ア、イ 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－(4)－⑤ 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

表３－(4)－⑥－

ア 
 
 

174



異がある。 

(b) 定期訪問への取組状況 

現業員１人当たり平均担当世帯数が標準的（75世帯以上 85

世帯未満）で、被保護世帯１世帯当たりの訪問計画回数が 2.8

回～3.2 回である福祉事務所５事務所について、計画の達成

率をみると、最小で 81.9％、最大で 118.2％となっており、

福祉事務所による定期訪問への取組が区々となっている状況

にある。 

     (c) 訪問計画と実績との乖離の原因・理由 

      102福祉事務所の中には、訪問計画と実績の乖離（訪問計画

の未達成）の原因・理由について、定期訪問の目的や重要性

が必ずしも十分に理解されていないこともあって、ⅰ）現業

員等の業務が多忙で対応し切れないこと、ⅱ）被保護者が保

護費の受理、関係資料の提出等のため福祉事務所に来所した

際に面接を行ったり、電話確認により対応したりしたことを

もって定期訪問を省略する場合があることを挙げる事務所が

ある。 

 

【所見】 

したがって、厚生労働省は、定期訪問の適正な実施を確保する観点か

ら、次の措置を講ずる必要がある。 

① 保護の実施機関に対し、福祉事務所における定期訪問の目的及び重

要性についての周知徹底並びに局長通知に定められた基準（少なくと

も年２回以上の家庭訪問等）の遵守について指導すること。 

② 各福祉事務所の被保護世帯に対する同一水準のサポートを可能と

し、また、計画に基づく訪問という定期訪問の枠組みが機能するよう、

被保護世帯の状態に応じた定期訪問の訪問基準の考え方等を保護の実

施機関に対し示すとともに、これに沿った訪問計画の策定及び運用に

ついて指導すること。 

③ ①及び②において保護の実施機関に対して指導した事項について、

その履行を確保するため、監査時において、福祉事務所における平均

訪問回数の実績が年２回を下回る事務所、あるいは、訪問計画件数と

実績に乖離がある事務所等を中心に、定期訪問の計画の策定状況及び

実施状況を確認し、必要な指導を行うこと。また、都道府県等に対し、

これと同様の措置を講ずるよう指導すること。 
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表３－(4)－①－ア 生活保護法（昭和 25年法律第 144号）抜粋 

（調査及び検診）  

第二十八条 保護の実施機関は、保護の決定又は実施のため必要があるときは、要保護

者の資産状況、健康状態その他の事項を調査するために、要保護者について、当該職

員に、その居住の場所に立ち入り、これらの事項を調査させ、又は当該要保護者に

対して、保護の実施機関の指定する医師若しくは歯科医師の検診を受けるべき旨を命

ずることができる。  

２～４（略） 

（注）下線は当省が付した。 

 

表３－(4)－①－イ 生活保護法による保護の実施要領について（昭和 38 年４

月１日付け社発第 246号厚生省社会局長通知）抜粋 

第 12 訪問調査等 

１ 訪問調査 

要保護者の生活状況等を把握し、援助方針に反映させることや、これに基づく自立

を助長するための指導を行うことを目的として、世帯の状況に応じ、訪問を行う こ

と。訪問の実施にあたっては、訪問時の訪問調査目的を明確にし、それを踏まえ、年

間訪問計画を策定のうえ行うこと。なお、世帯の状況に変化があると認められる等訪

問計画以外に訪問することが必要である場合には、随時に訪問を行うこと。また、訪

問計画は被保護者の状況の変化等に応じ見直すこと。 

（１）申請時等の訪問 

（略） 

（２）訪問計画に基づく訪問 

訪問計画は、次に掲げる頻度に留意し策定すること。 

ア 家庭訪問 

少なくとも１年に２回以上訪問すること。 

ただし、認知症対応型共同生活介護(グループホーム)を利用しており、施設管

理者等により日常的に生活実態が把握され、その状況が福祉事務所に報告されて

いる世帯については、入院入所者と同様に１年に１回以上訪問することとして差

しつかえない。 

また、被保護者本人からの(平成 17年３月 31日付け社援発第 0331003号厚生

労働省社会・援護局長通知に定めるところによる)個別支援プログラムへの参加

状況の報告及び個別支援プログラムを実施する関係機関等との連絡により必要

な状況確認ができる場合には、その報告や連絡を３回目以上の家庭訪問とみなす

こととして差し支えない。 

イ 入院入所者訪問 
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（ア）入院している患者については、少なくとも１年に１回以上、本人及び担当主

治医等に面接して、その病状等を確認すること。 

（イ)生活扶助を目的とする施設若しくは介護施設に入所している者又は保護施設

通所事業を利用している者 については、1年に 1回以上訪問 すること。 

（以下略） 

（注）下線は当省が付した。 

 

表３－(4)－①－ウ 生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて（昭和

38 年４月１日付け社保第 34 号厚生省社会局保護課長通知）

抜粋 

第 12 調査及び援助方針 

問１ 実施機関において、被保護世帯の世帯類型や助言指導の必要性等に応じた統一的

な訪問基準を作成し、それに基づいて訪問計画を策定することとして差しつかえな

いか。 

答 訪問調査については、①生活状況の把握、②保護の要否及び程度の確認、③自立助

長のための助言指導などを目的として実施することが考えられるところであるが、こ

れらの訪問目的を達成するために考慮された訪問基準であれば、お見込みのとおり取

り扱って差しつかえない。 

なお、上記の訪問基準の設定を行った場合であっても、被保護者の個々の状況に応

じて、適宜、必要な訪問調査の実施に留意されたい。 

（注）下線は当省が付した。 
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単位：事務所

被 保 護 世 帯 1 世 帯 当 た り
年 間 平 均 訪 問 回 数

平成22年度 23年度 24年度

１回未満 1 1 0
１回以上２回未満 7 6 4
２回以上４回未満 60 66 57
４回以上６回未満 24 20 33
６回以上 8 7 8
合計 100 100 102

表３－(4)－②－ア 福祉事務所ごとの被保護１世帯当たり年間平均訪問実績

（注）１ 調査対象機関（福祉事務所又は都道府県等）提出資料に基づき当省で作成した。
２ 「被保護世帯１世帯当たり年間平均訪問回数」は、福祉事務所の訪問実績を訪問計画

の各区分対象者の合計で除した値である。
３ 調査対象102事務所のうち、平成24年度に設置された事務所が２事務所含まれるた

め、22年度及び23年度のデータは100事務所分となっている。
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福
祉
事
務
所
の
訪
問
実
績
を
被
保
護
世
帯
数
（
訪
問
計
画
の
各
区
分
対
象
者
の
合
計

）
で
除
し
、
小
数
点
第
２
位
以
下
を
切
り
捨
て
て
算
出
し
た
値
で
あ
る
。

表
３

－
(
4
)
－

②
－

イ
平

成
2
2
～

2
4
年

度
を

通
じ

訪
問

実
績

が
低

調
な

福
祉

事
務

所

福
祉

事
務

所
名

平
成
2
2
年
度

2
3
年
度

2
4
年

度
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表
３
－
(
4
)
－
③

被
保

護
世

帯
ご

と
の

定
期

訪
問

の
実

態

ア
)
１

年
を

通
じ

一
度

も
面

接
し

て
い

な
い

期
間

が
あ

る
事

案

年
1
2
回

年
６

回
年

４
回

年
３

回
年

２
回

年
１

回
不

明
業

務
多

忙
5

9
(
0
.
8
%
)

0
3

4
1

1
0

0
来

所
面

接
に

よ
り

状
況

を
把

握
5

9
(
0
.
8
%
)

1
0

5
2

1
0

0

不
明

1
0

1
6

(
1
.
4
%
)

1
3

5
1

2
1

3
小

計
2
0

3
4

(
3
.
0
%
)

2
6

1
4

4
4

1
3

1
5

2
5

(
2
.
2
%
)

0
4

1
1

3
1

3
3

3
5

5
9

(
5
.
2
%
)

2
1
0

2
5

7
5

4
6

イ
)
入

院
・

入
所

者
以

外
で

、
１

年
を

通
じ

１
回

し
か

面
接

し
て

い
な

い
期

間
が

あ
る

事
案

年
1
2
回

年
６

回
年

４
回

年
３

回
年

２
回

年
１

回
不

明
業

務
多

忙
1
0

3
7

(
3
.
2
%
)

4
7

1
2

1
1

3
0

0
来

所
面

接
に

よ
り

状
況

を
把

握
6

6
(
0
.
5
%
)

1
1

1
2

1
0

0

不
明

1
8

3
9

(
3
.
4
%
)

3
5

4
9

1
0

0
8

小
計

3
4

8
2

(
7
.
2
%
)

8
1
3

1
7

2
2

1
4

0
8

2
0

5
1

(
4
.
5
%
)

6
8

1
4

1
1

8
0

2

5
4

1
3
3

(
1
1
.
6
%
)

1
4

2
1

3
1

3
3

2
2

0
1
0

２
回

以
上

訪
問

し
た

が
、

不
在

の
た

め
面

接
実

績
１

回
の

み

（
注
）
１

調
査
対
象
機
関
（
福
祉
事
務
所
又
は
都
道
府

県
等

）
提

出
資

料
に

基
づ

き
当

省
で

作
成

し
た

。
２

本
表
の
対
象
事
案
は
、
以
下
に
よ
り
抽
出
し

た
も

の
で

あ
る

。
ア
)
１
年
を
通
じ
一
度
も
面
接
し
て
い
な
い

期
間

が
あ

る
事

案
①

調
査
対
象
1
0
2
福
祉
事
務
所
に
お
い
て

、
監

査
実

施
結

果
報

告
書

に
よ

っ
て

報
告

さ
れ

て
い

る
平

成
2
4
年

度
不

正
受

給
事

案
の

中
か

ら
、

発
見

の
契

機
が

「
課

税
調

査
に

よ
る

発
見

」
の

も
の
を
除
き
、
任
意
に
抽
出
（
1
,
1
4
4
件
）

②
①
の
う
ち
、
訪
問
実
績
が
０
回
の
事
案

を
抽

出
イ
)
１
年
を
通
じ
１
回
し
か
面
接
し
て
い
な

い
期

間
が

あ
る

事
案

①
ア
）
①
に
同
じ

②
①
の
う
ち
、
訪
問
計
画
が
年
１
回
で
被

保
護

世
帯

主
が

入
院

・
入

所
中

と
考

え
ら

れ
る

も
の

を
除

き
、

訪
問

実
績

が
１

回
の

も
の

を
抽

出
３

ケ
ー
ス
数
欄
の
（

）
内
は
、
上
述
の
抽
出

事
案

1
,
1
4
4
件

に
占

め
る

割
合

を
示

す
。

４
訪
問
計
画
件
数
の
内
訳
の
合
計
は
、
ケ
ー
ス

数
と

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
る

。

計
画

未
達

成
の

理
由

福
祉

事
務

所
数

合
計

訪
問

計
画

件
数

別
内

訳

訪
問

計
画

件
数

別
内

訳

訪
問

し
た

が
、

不
在

の
た

め
面

接
実

績
な

し

合
計

訪
問

実
績

１
回

の
み

ケ
ー

ス
数

（
割

合
）

計
画

未
達

成
の

理
由

福
祉

事
務

所
数

ケ
ー

ス
数

（
割

合
）

訪
問

実
績

な
し
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表３－(4)－④－ア 訪問基準の水準の差異

該当訪問基準

①、②、⑥

①

④

ⅲ）訪問頻度区分が６区分となっているもの ③、⑤

①、②、③

④、⑤、⑥

②

③

⑤

⑥

④

②

訪問基準が区々となっている例

２ 「該当訪問基準」の①～⑥の区分は、図表３－(4)－④－イによる。

（注）１ 調査対象102福祉事務所の提出資料に基づき当省で作成した。

ア 定期訪問の頻度が最も高い「月１回以上」の区分が設定されていないなど被保護世
帯の状態に応じた定期訪問の頻度区分の設定が区々となっており、４区分のものから
６区分のものまである例

ⅰ）訪問頻度区分が４区分となっているもの

うち、「月１回以上」区分を設定していないもの

ⅱ）訪問頻度区分が５区分となっているもの

イ 世帯類型に対応した区分を設定しているものと設定していないものがある。

ⅰ）世帯類型に対応した区分設定となっているもの

ⅱ）世帯類型に対応した区分設定となっていないもの

ウ 被保護世帯の状態は同じでも、異なった区分設定がされているもの

ⅰ）常に病状把握が必要な世帯の区分が異なる者

「月１回以上」に区分

「２か月に１回以上」に区分

ⅱ）稼働年齢層の年齢定義が異なるもの

18～64歳と定義

15～59歳と定義

ⅲ）増収指導を必要とするケースの区分が異なるもの

「月１回以上」に区分

「３か月に１回以上」に区分
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表
３

－
(
4
)
－

④
－

イ
訪

問
基

準
の

具
体

例

例
月

１
回

以
上

２
か

月
に

１
回

以
上

３
か

月
に

１
回

以
上

４
か

月
に

１
回

以
上

６
か

月
に

１
回

以
上

1
2
か

月
に

１
回

以
上

①
－

◆
高

齢
者

世
帯

：
①

疾
病

等
が

あ
り

、
支

援
・

観
察

を
要

す
る

場
合

、
②

ヘ
ル

パ
ー

派
遣

、
施

設
入

所
等

介
護

サ
ー

ビ
ス

を
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

場
合

◆
母

子
世

帯
：

①
生

活
上

の
支

援
指

導
を

要
す

る
場

合
、

②
親

が
稼

動
能

力
を

活
用

し
て

い
な

い
場

合
、

③
養

育
上

の
問

題
が

あ
り

、
支

援
・

指
導

を
要

す
る

場
合

◆
障

害
者

世
帯

：
①

障
害

の
程

度
等

に
よ

り
支

援
指

導
を

要
す

る
場

合
、

②
ヘ

ル
パ

ー
派

遣
、

施
設

入
所

等
を

検
討

す
る

必
要

が
あ

る
場

合
、

③
他

の
世

帯
員

が
稼

働
能

力
を

活
用

し
な

い
場

合 ◆
傷

病
世

帯
：

①
傷

病
に

疑
義

が
あ

る
場

合
、

②
治

療
に

専
念

し
な

い
場

合
、

③
他

の
世

帯
員

が
稼

動
能

力
活

用
し

な
い

場
合

◆
そ

の
他

世
帯

：
①

就
労

実
態

が
把

握
で

き
な

い
場

合
、

②
稼

動
能

力
を

活
用

し
な

い
者

が
い

る
場

合

◆
高

齢
者

世
帯

：
①

外
部

と
の

交
渉

少
な

く
、

注
意

・
観

察
が

必
要

な
場

合
◆

母
子

世
帯

：
①

生
活

状
況

が
や

や
不

安
定

で
注

意
を

要
す

る
場

合
、

②
子

の
養

育
状

況
に

注
意

が
必

要
な

場
合

◆
障

害
者

世
帯

：
障

害
に

応
じ

た
稼

動
能

力
を

活
用

で
き

る
場

合
◆

傷
病

世
帯

：
①

治
療

を
継

続
し

な
が

ら
就

労
が

可
能

な
場

合
、

②
現

に
治

療
中

で
あ

る
が

治
癒

の
見

込
み

が
近

い
場

合
、

③
就

労
し

て
い

る
が

や
や

不
安

定
の

場
合

◆
そ

の
他

世
帯

：
就

労
状

況
が

や
や

不
安

定
な

場
合

◆
高

齢
者

世
帯

：
①

お
お

む
ね

健
康

で
、

特
に

支
援

を
要

さ
な

い
場

合
、

②
介

護
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
て

い
る

場
合

◆
母

子
世

帯
：

特
に

問
題

が
な

く
、

現
状

維
持

が
や

む
を

得
な

い
と

認
め

ら
れ

る
場

合
◆

障
害

者
世

帯
：

①
障

害
者

の
た

め
現

状
維

持
が

や
む

を
得

な
い

と
認

め
ら

れ
る

場
合

、
②

観
察

を
要

す
る

が
、

ヘ
ル

パ
ー

等
が

派
遣

さ
れ

て
い

る
場

合
◆

傷
病

世
帯

：
病

状
等

に
よ

り
継

続
療

養
を

要
し

、
現

状
維

持
が

や
む

を
得

な
い

場
合

◆
そ

の
他

世
帯

：
①

稼
動

能
力

よ
り

み
て

、
現

状
維

持
が

適
当

と
認

め
ら

れ
る

場
合

、
②

収
入

及
び

就
労

状
態

が
妥

当
な

場
合

－

◆
高

齢
者

世
帯

：
長

期
入

院
・

入
所

（
救

護
施

設
、

更
生

施
設

、
特

養
老

人
ホ

ー
ム

、
養

護
老

人
ホ

ー
ム

、
身

体
障

害
者

施
設

、
児

童
福

祉
施

設
）

し
て

い
る

場
合

◆
障

害
者

世
帯

：
長

期
入

院
・

入
所

し
て

い
る

場
合

◆
傷

病
世

帯
：

長
期

入
院

・
入

所
し

て
い

る
場

合 ◆
そ

の
他

世
帯

：
長

期
入

院
・

入
所

し
て

い
る

場
合

◆
共

通
事

項
・

常
に

病
状

把
握

が
必

要
な

傷
病

者
等

が
い

る
世

帯
・

生
活

状
況

の
変

動
が

激
し

く
、

常
に

把
握

が
必

要
な

世
帯

・
自

立
又

は
生

活
安

定
の

た
め

に
積

極
的

な
援

助
が

必
要

な
世

帯
・

元
暴

力
団

員
等

で
ま

だ
暴

力
団

と
の

関
係

が
あ

る
も

の
の

世
帯

◆
高

齢
者

・
傷

病
等

で
常

に
生

活
状

況
や

病
状

の
把

握
が

必
要

な
世

帯
・

介
護

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

て
い

る
が

、
心

身
の

状
態

が
不

安
定

な
世

帯
◆

母
子

・
障

害
児

、
非

行
等

の
問

題
が

あ
り

、
積

極
的

な
援

助
を

必
要

と
す

る
世

帯
◆

障
害

者
・

障
害

等
の

た
め

、
常

に
生

活
状

況
把

握
が

必
要

な
世

帯
◆

傷
病

者
・

傷
病

等
の

た
め

常
に

生
活

状
況

や
病

状
の

把
握

が
必

要
な

世
帯

・
傷

病
が

あ
り

な
が

ら
も

受
診

し
な

い
な

ど
療

養
態

度
、

通
院

状
況

に
問

題
の

あ
る

世
帯

◆
稼

働
年

齢
層

ケ
ー

ス
・

就
労

実
務

の
把

握
が

困
難

な
世

帯
・

常
に

就
労

指
導

を
必

要
と

す
る

世
帯

③

◆
母

子
、

傷
病

・
障

害
、

そ
の

他
：

稼
働

年
齢

層
の

者
が

就
労

阻
害

要
因

が
な

い
に

も
か

か
わ

ら
ず

稼
働

し
て

い
な

い
世

帯
◆

そ
の

他
処

遇
困

難
ケ

ー
ス

で
常

時
指

導
を

必
要

と
す

る
世

帯

◆
母

子
、

傷
病

障
害

、
そ

の
他

：
稼

働
能

力
の

活
用

が
不

十
分

で
あ

り
、

今
後

引
き

続
き

就
労

収
入

増
に

よ
る

自
立

助
長

指
導

を
要

す
る

世
帯

◆
高

齢
者

、
母

子
、

傷
病

障
害

、
児

童
：

稼
働

年
齢

層
の

者
の

い
る

世
帯

の
う

ち
、

病
状

等
を

常
に

把
握

す
る

必
要

が
あ

る
世

帯

◆
母

子
、

傷
病

障
害

、
そ

の
他

・
稼

働
年

齢
層

の
者

が
常

時
、

日
雇

・
内

職
等

で
就

労
し

て
い

る
世

帯
・

稼
働

年
齢

層
の

者
が

疾
病

等
を

理
由

と
し

無
就

労
の

世
帯

◆
母

子
、

傷
病

障
害

、
そ

の
他

・
稼

働
年

齢
層

の
者

が
医

療
要

否
意

見
書

等
か

ら
勘

案
し

て
概

ね
１

年
以

上
就

労
が

不
可

能
と

認
め

ら
れ

る
世

帯

◆
高

齢
者

、
障

害
者

日
常

生
活

に
支

障
が

な
く

、
特

別
な

指
導

を
必

要
と

し
な

い
世

帯

・
長

期
入

院
世

帯
・

施
設

入
所

世
帯

◆
共

通
事

項
長

期
入

院
・

入
所

の
世

帯
－

②

◆
共

通
事

項
・

病
状

確
認

や
生

活
状

況
の

把
握

が
必

要
な

者
の

い
る

世
帯

・
生

活
を

安
定

さ
せ

る
た

め
、

一
定

の
援

助
を

必
要

と
す

る
世

帯
・

資
産

活
用

の
指

導
が

必
要

な
世

帯
・

年
金

担
保

貸
付

や
多

額
の

負
債

が
あ

り
、

そ
れ

が
生

活
の

安
定

を
阻

害
し

て
い

る
世

帯
・

稼
働

能
力

が
あ

る
に

も
か

か
わ

ら
ず

収
入

を
得

る
努

力
を

し
な

い
者

の
い

る
世

帯
・

元
暴

力
団

員
等

で
、

脱
退

し
て

間
の

な
い

者
の

い
る

世
帯

等
◆

高
齢

者
世

帯
・

日
常

生
活

は
自

立
し

て
い

る
が

、
病

状
等

の
把

握
が

必
要

な
世

帯
・

介
護

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

て
い

る
が

生
活

状
況

を
把

握
す

る
必

要
が

あ
る

世
帯

◆
母

子
・

生
活

状
況

を
把

握
す

る
こ

と
が

必
要

な
世

帯
◆

障
害

者
・

生
活

状
況

、
通

院
状

況
を

把
握

す
る

必
要

が
あ

る
世

帯
・

施
設

入
所

に
つ

い
て

援
助

が
必

要
な

世
帯

◆
傷

病
者

・
生

活
状

況
、

通
院

状
況

を
把

握
す

る
必

要
が

あ
る

世
帯

◆
稼

働
年

齢
層

ケ
ー

ス
・

収
入

変
動

が
大

き
い

世
帯

・
不

安
定

な
就

労
状

態
に

あ
る

者
の

い
る

世
帯

・
転

職
、

増
収

指
導

等
を

必
要

と
す

る
者

が
い

る
世

帯
・

稼
働

能
力

は
あ

る
が

、
傷

病
、

障
害

等
が

あ
る

た
め

援
助

を
必

要
と

す
る

世
帯

－

◆
共

通
事

項
・

安
定

し
た

生
活

状
況

に
あ

る
世

帯
◆

高
齢

者
世

帯
・

心
身

の
状

態
が

安
定

し
、

日
常

生
活

が
自

立
し

て
い

る
世

帯
・

介
護

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
す

る
こ

と
で

生
活

が
安

定
し

て
い

る
世

帯
◆

母
子

世
帯

・
家

事
、

育
児

等
に

よ
り

現
状

の
生

活
維

持
を

見
守

る
世

帯
◆

障
害

者
世

帯
・

障
害

等
が

安
定

し
て

い
て

現
状

の
生

活
維

持
を

見
守

る
世

帯
◆

傷
病

者
世

帯
・

継
続

し
て

療
養

専
念

し
て

お
り

、
病

状
を

見
守

る
世

帯
◆

稼
働

年
齢

層
ケ

ー
ス

・
定

期
的

な
収

入
が

あ
り

、
年

間
を

通
じ

て
変

動
の

少
な

い
世

帯
・

稼
働

能
力

、
家

族
の

状
況

等
で

就
労

又
は

未
就

労
が

現
状

で
や

む
を

得
な

い
世

帯
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例
月

１
回

以
上

２
か

月
に

１
回

以
上

３
か

月
に

１
回

以
上

４
か

月
に

１
回

以
上

６
か

月
に

１
回

以
上

1
2
か

月
に

１
回

以
上

④

①
要

介
護

ケ
ー

ス
の

う
ち

、
日

常
生

活
が

不
安

定
な

状
況

に
お

か
れ

て
い

る
世

帯
高

齢
者

世
帯

、
在

宅
精

神
、

身
体

障
害

者
、

児
童

世
帯

等
で

同
一

世
帯

員
の

援
助

又
は

関
係

機
関

等
の

協
力

関
係

に
な

い
ケ

ー
ス

②
傷

病
を

理
由

に
稼

働
し

て
い

な
い

者
で

、
療

養
態

度
等

に
つ

い
て

指
導

を
要

す
る

者
の

い
る

世
帯

・
治

療
を

受
け

て
い

な
い

が
、

傷
病

を
理

由
に

稼
働

し
て

い
な

い
ケ

ー
ス

・
治

療
を

受
け

て
い

る
が

、
療

養
態

度
等

が
不

良
な

ケ
ー

ス
③

稼
働

能
力

は
あ

る
が

、
稼

働
能

力
を

活
用

し
て

い
な

い
か

又
は

稼
働

能
力

の
活

用
が

不
十

分
な

者
の

い
る

世
帯

・
稼

働
を

し
て

い
な

い
ケ

ー
ス

・
不

完
全

就
労

（
月

平
均

1
5
日

以
下

）
ケ

ー
ス

・
稼

働
の

実
態

把
握

を
常

に
要

す
る

ケ
ー

ス
④

そ
の

他
常

に
生

活
実

態
の

把
握

又
は

指
導

を
要

す
る

者
の

い
る

世
帯

・
積

極
的

に
就

労
指

導
・

増
収

指
導

を
必

要
と

す
る

ケ
ー

ス
・

常
時

指
導

を
要

す
る

自
立

推
進

選
定

ケ
ー

ス

①
要

介
護

ケ
ー

ス
の

う
ち

、
生

活
実

態
等

を
継

続
し

て
把

握
又

は
指

導
を

要
す

る
者

の
い

る
世

帯 ②
傷

病
を

理
由

に
稼

働
し

て
い

な
い

か
又

は
治

療
を

受
け

な
が

ら
稼

働
し

て
い

る
者

の
い

る
世

帯 ③
稼

働
収

入
の

不
安

定
な

者
の

い
る

世
帯

④
そ

の
他

生
活

の
維

持
向

上
の

た
め

、
継

続
し

て
観

察
又

は
指

導
を

要
す

る
者

の
い

る
世

帯

①
要

介
護

ケ
ー

ス
の

う
ち

、
日

常
生

活
に

つ
い

て
一

応
の

安
定

が
確

保
さ

れ
て

い
る

世
帯

・
高

齢
者

世
帯

、
在

宅
精

神
、

身
体

障
害

者
、

児
童

世
帯

等
で

関
係

機
関

等
と

の
協

力
関

係
に

あ
る

ケ
ー

ス
②

稼
働

能
力

の
活

用
が

良
好

で
、

収
入

も
安

定
し

て
お

り
、

適
宜

状
況

を
把

握
す

れ
ば

足
り

る
世

帯
・

完
全

就
労

（
月

平
均

1
6
日

以
上

の
稼

働
で

安
定

し
た

就
労

）
ケ

ー
ス

・
身

体
障

害
等

の
理

由
で

不
完

全
就

労
で

は
あ

る
が

、
能

力
を

十
分

活
用

し
て

い
る

ケ
ー

ス
③

そ
の

他
生

活
状

況
が

安
定

し
、

適
宜

状
況

を
把

握
す

れ
ば

足
り

る
世

帯

－

単
身

入
院

患
者

で
長

期
（

６
か

月
以

上
）

入
院

が
見

込
ま

れ
る

者
で

、
療

養
等

に
つ

い
て

適
宜

状
況

を
把

握
す

れ
ば

足
り

る
世

帯
（

世
帯

分
離

ケ
ー

ス
及

び
家

族
全

員
の

入
院

ケ
ー

ス
を

含
む

）

単
身

施
設

入
所

者
の

う
ち

長
期

（
１

年
以

上
）

入
所

が
見

込
ま

れ
る

者
で

、
生

活
実

態
等

に
つ

い
て

適
宜

状
況

を
把

握
す

れ
ば

足
り

る
世

帯
（

家
族

全
員

の
施

設
入

所
ケ

ー
ス

を
含

む
）

⑤

①
稼

働
年

齢
層

（
1
8
～

6
4
歳

）
に

あ
る

者
が

お
り

、
次

に
該

当
（

１
）

特
に

就
労

阻
害

要
因

が
な

い
に

も
か

か
わ

ら
ず

稼
働

能
力

の
活

用
が

著
し

く
不

十
分

な
者

が
い

る
（

就
労

し
て

い
な

い
か

、
就

労
し

て
い

て
も

日
数

等
が

極
端

に
少

な
い

）
（

２
）

就
労

の
実

態
又

は
稼

働
収

入
の

変
動

が
著

し
い

②
新

規
開

始
（

長
期

入
院

患
者

及
び

社
会

福
祉

施
設

入
所

者
等

の
み

で
構

成
さ

れ
る

ケ
ー

ス
を

除
き

、
か

つ
開

始
後

３
か

月
間

に
限

る
）

③
新

規
開

始
後

３
か

月
を

経
過

し
、

稼
働

年
齢

層
に

あ
る

者
が

お
り

、
そ

の
稼

働
能

力
の

活
用

が
十

分
で

な
い

（
開

始
後

６
か

月
経

過
す

る
ま

で
の

間
に

限
る

）
④

そ
の

他
常

時
の

実
態

把
握

、
指

導
等

を
要

す
る

①
稼

働
年

齢
層

に
あ

る
者

が
お

り
、

次
に

該
当

（
１

）
特

に
就

労
阻

害
要

因
が

な
い

に
も

か
か

わ
ら

ず
稼

働
能

力
の

活
用

が
不

十
分

な
者

が
い

る
（

不
完

全
就

労
の

場
合

）
（

２
）

稼
働

年
齢

層
に

あ
る

者
が

お
り

、
、

「
そ

の
者

に
対

し
定

期
的

に
就

労
状

況
の

確
認

又
は

就
労

指
導

を
要

す
る

②
そ

の
他

ｌ
適

宜
の

実
態

把
握

、
指

導
等

を
要

す
る

①
稼

働
年

齢
層

に
あ

る
者

が
お

り
、

そ
の

者
が

稼
働

能
力

を
十

分
に

活
用

し
て

お
り

、
安

定
し

た
就

労
先

及
び

収
入

を
得

て
い

る
か

、
又

は
そ

の
者

が
6
0
～

6
4
で

就
労

指
導

を
要

し
な

い
②

稼
働

年
齢

層
に

あ
る

者
は

い
な

い
が

、
生

活
状

況
等

の
把

握
等

が
必

要
③

他
の

ケ
ー

ス
分

類
の

い
ず

れ
に

も
該

当
し

な
い

①
稼

働
年

齢
層

に
あ

る
者

が
す

べ
て

障
害

・
傷

病
等

に
よ

り
明

ら
か

に
就

労
が

不
可

能
（

単
身

の
長

期
入

院
患

者
等

を
除

く
）

②
共

同
作

業
所

に
福

祉
的

就
労

し
て

い
る

障
害

者
等

の
み

で
構

成

①
稼

働
年

齢
層

に
あ

る
者

が
お

ら
ず

、
日

常
生

活
も

安
定

し
て

行
っ

て
い

る
②

単
身

の
長

期
入

院
患

者
及

び
社

会
福

祉
施

設
入

所
者

等
で

世
帯

分
離

を
行

っ
て

い
る

又
は

累
積

金
に

よ
る

加
算

等
の

計
上

停
止

等
を

行
っ

て
い

る

①
長

期
入

院
患

者
及

び
社

会
福

祉
施

設
入

所
者

等
の

み
で

構
成

②
認

知
症

対
応

型
共

同
生

活
介

護
（

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
）

利
用

者
の

み
で

構
成

⑥

①
稼

働
年

齢
層

（
1
5
～

5
9
歳

）
に

あ
た

る
者

で
稼

働
能

力
の

活
用

が
十

分
と

は
認

め
ら

れ
な

い
者

の
い

る
世

帯
②

就
労

状
況

が
不

安
定

で
、

収
入

の
変

動
が

激
し

い
世

帯
③

心
的

欠
陥

が
濃

厚
で

実
施

機
関

と
の

間
に

信
頼

関
係

を
欠

き
、

生
活

実
態

の
把

握
に

常
に

注
意

を
要

す
る

④
就

労
状

態
、

療
養

態
度

等
生

活
の

維
持

向
上

に
つ

い
て

継
続

的
に

指
導

を
要

す
る

⑤
社

会
的

接
触

又
は

介
護

に
欠

け
る

状
態

に
あ

る
た

め
、

日
常

生
活

の
維

持
向

上
に

常
時

不
安

定
な

状
態

に
置

か
れ

て
い

る
⑥

扶
養

及
び

資
産

又
は

他
法

他
施

策
の

活
用

等
に

よ
り

自
立

が
見

込
ま

れ
る

－

①
高

齢
者

、
母

子
、

傷
病

、
障

害
者

世
帯

等
要

援
護

ケ
ー

ス
で

あ
っ

て
も

常
時

注
意

を
払

う
必

要
が

な
く

、
適

宜
状

況
把

握
又

は
生

活
指

導
を

行
え

ば
足

り
る

②
生

計
中

心
者

の
就

労
又

は
収

入
の

状
況

が
安

定
し

て
お

り
、

保
護

の
要

因
（

世
帯

員
の

疾
病

等
）

が
継

続
し

て
い

る
間

は
保

護
の

必
要

性
が

あ
り

適
宜

状
況

把
握

を
行

え
ば

足
り

る
③

稼
働

年
齢

－

①
そ

の
他

、
生

活
状

況
に

変
動

が
乏

し
く

、
実

施
機

関
と

し
て

常
に

状
況

把
握

又
は

生
活

指
導

を
要

し
な

い
と

判
断

さ
れ

る
②

稼
働

年
齢

（
6
0
～

6
4
歳

）
に

あ
る

世
帯

の
う

ち
、

職
歴

、
病

状
等

か
ら

総
合

的
に

判
断

し
て

稼
働

困
難

と
し

て
就

労
指

導
を

行
っ

て
い

な
か

っ
た

世
帯

③
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

、
高

齢
者

共
同

住
宅

等
に

入
所

し
て

い
る

④
保

護
課

ふ
れ

あ
い

相
談

員
又

は
介

護
サ

ー
ビ

ス
等

を
活

用
し

て
お

り
、

訪
問

に
よ

る
調

査
又

は
指

導
を

特
に

必
要

と
せ

ず
、

適
宜

状
況

把
握

を
行

え
ば

足
り

る

長
期

の
単

身
入

院
患

者
ま

た
は

施
設

入
所

者
で

、
訪

問
に

よ
る

調
査

又
は

指
導

を
特

に
必

要
と

せ
ず

、
適

宜
状

況
把

握
を

行
え

ば
足

り
る

。

（
注

）
当

省
の

調
査

結
果

に
よ

る
。
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単位：事務所
平成22年度 23年度 24年度

80％未満 23 17 11

(－) (14) （6）

50％未満 6 3 1

50％以上70％未満 7 8 5

70％以上80％未満 10 6 5

80％以上100％未満 35 33 34

100％以上120％未満 27 35 38

120％以上 15 15 19

(－) （8） （6）

120％以上150％未満 11 10 15

150％以上 4 5 4

100 100 102

表３－(4)－⑤ 福祉事務所ごとの訪問計画達成率

（注）１ 調査対象機関（福祉事務所又は都道府県等）提出資料に基づき当省で作成した。
２ 「訪問計画達成率」は、訪問計画に定めた訪問回数に占める実際に訪問した回数

        （被保護世帯が不在であった場合を含む。）の割合を示す。
３ 調査対象102事務所のうち、平成24年度に設置された事務所が２事務所含まれるた

        め、22年度及び23年度のデータは100事務所分となっている。

訪問計画達成率

（うち、22年度から連続して80％未
満の事務所）

（うち、22年度から連続して120％
以上の事務所）

合計
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被保護世帯１世帯当たり年間平均訪問計画回数 福祉事務所数

2.0回以上3.0回未満（最小値：2.1回） 6

3.0回以上4.0回未満 15

4.0回以上5.0回未満 2

5.0回以上6.0回未満（最大値：5.8回） 3

合計 26

表３－(4)－⑥－ア 被保護世帯類型の構成比がほぼ同一水準の事務所
 における訪問計画回数（平成24年度）

（注）１ 調査対象機関（福祉事務所又は都道府県等）提出資料に基づき当省で作
成した。

２ 本表は、調査対象102福祉事務所のうち、管内被保護世帯の世帯類型別構
成比が、全国平均値（高齢者世帯42.6%、母子世帯7.6%、障害者・傷病者世
帯32.8%、その他の世帯17.0%（厚生労働省「福祉行政報告例」（23年度）
による。））と５ポイント以内の差となっている福祉事務所について作成
している。

３ 「被保護世帯１世帯当たり年間平均訪問計画回数」は、訪問計画回数を
被保護世帯数（訪問計画の各区分対象者の合計）で除した値である。
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被保護世帯１世帯
当たり年間平均

訪問計画
現業員１人 回数
当たり平均担当世帯数

2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

75

76

77 82.3%

78

79

80 96.3%

81 91.7%

82

83 118.2% 81.9%

84

85

（注）１ 調査対象機関（福祉事務所又は都道府県等）提出資料に基づき当省で作成し
た。

２ 本表は、調査対象102事務所のうち、①現業員１人当たり平均担当世帯数が
75世帯以上85世帯未満かつ②被保護世帯１世帯当たり訪問計画回数が2.8～3.2
回とほぼ同一水準である５福祉事務所について作成している。

３ 「被保護世帯１世帯当たり年間平均訪問計画回数」は、平成24年度の訪問計
画回数を被保護世帯数（訪問計画の各訪問区分対象者の合計）で除した値であ
る。

４ 「現業員１人当たり平均担当世帯数」は、被保護世帯数を現業員数で除した
値である。

５ 訪問計画達成率は、平成24年度の訪問実績（訪問計画に定めた訪問回数に占
める実際に訪問した回数の割合）を訪問計画回数で除した値である。

表３－(4)－⑥－イ 訪問計画水準及び現業員体制がほぼ同一水準の福祉事務所
 における訪問計画達成率（平成24年度）
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